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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
鋼板を、（ロ）下記第I分類の中から選ばれる化合物の１種以上と下記第II分類の中から
選ばれる化合物の１種以上を、各々の化合物を濃度0.10質量％以上で含有する溶液に、２
秒以上接触させる接触工程を行い、その後、焼鈍した後、溶融亜鉛めっきし、その後合金
化処理することを特徴とする合金化溶融亜鉛めっき鋼板の製造方法。
第I分類：HCl、H2SO4、HNO3、H2O2
第II分類：アジピン酸、安息香酸、アルカリ金属の硝酸塩
【請求項２】
溶融亜鉛めっき時のめっき付着量を片面当たり50g/m2以上とすることを特徴とする請求項
１記載の合金化溶融亜鉛めっき鋼板の製造方法。
【請求項３】
請求項１又は２記載の合金化溶融亜鉛めっき鋼板の製造方法において、接触工程を行った
後焼鈍する前に、下記Xの中から選ばれる１種以上の元素を含有する化合物の１種以上を
、下記式（１）を満足するように鋼板表面に付着させることを特徴とする合金化溶融亜鉛
めっき鋼板の製造方法。
X：S、Cl、Na、K、Ni、C、N、B、Se、Br
〔X〕≧（1/600）×〔M〕　…（１）
ただし、
〔X〕：Xの元素の片面あたり合計付着量(mg/m2)
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〔M〕：片面あたりめっき付着量(g/m2)
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、合金化遅延がなく、耐パウダリング性に優れた合金化溶融亜鉛めっき鋼板の
製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、自動車、家電、建材等の分野において素材鋼板に防錆性を付与した表面処理鋼板
として、安価に製造できかつ防錆性に優れた合金化溶融亜鉛めっき鋼板が使用されている
。
【０００３】
　一般的に、合金化溶融亜鉛めっき鋼板は、スラブを熱延、冷延あるいは熱処理した薄鋼
板を母材とし、この母材鋼板表面を前処理工程にて脱脂および／または酸洗して洗浄する
か、あるいは前処理工程を省略して予熱炉内で母材鋼板表面の油分を燃焼除去した後、非
酸化性雰囲気中あるいは還元性雰囲気中で加熱することで焼鈍され、その後、非酸化性雰
囲気中あるいは還元性雰囲気中で鋼板をめっきに適した温度まで冷却して大気に触れるこ
となく微量Al（0.1～0.2質量％程度）を添加した溶融亜鉛浴中に浸漬して溶融亜鉛めっき
し、引き続いて合金化炉内で合金化処理し、めっき層をFe-Zn合金化することで製造され
る。
【０００４】
　ところで、近年、自動車用鋼板はさらなる防錆性向上が求められており、有力な一つの
手段としてめっき付着量を増加させる方法がある。これまでは、30～45g/m2（片面あたり
、以下同じ）程度のめっき付着量の合金化溶融亜鉛めっき鋼板が主流であるが、耐食性、
防錆性能を向上させるため、50g/m2以上の厚目付溶融めっき鋼板が開発された。しかしな
がら、50g/m2以上の厚目付の合金化溶融亜鉛めっき鋼板には以下の問題がある。
【０００５】
　めっき付着量の増加に伴い、溶融亜鉛めっき後の合金化処理過程における合金化反応が
遅延する。その結果生産性を著しく阻害する問題や、生産性を確保するために過剰に高温
で合金化処理すると耐パウダリング性の劣化を招く問題があり、高い生産性と良好な耐パ
ウダリング性を両立させることが困難となる。
【０００６】
　このような問題に対して、予め酸化性雰囲気中で加熱して鋼板表面に酸化鉄を形成した
後加熱して還元焼鈍を行うことにより、溶融亜鉛との濡れ性及び反応性が改善されること
が知られている（特許文献１参照）。
【０００７】
　また、特許文献２には、溶融めっきに先立って鋼板表面に硫黄または硫黄化合物をＳ量
として0.1～1000mg/m2付着させた後、予熱工程を弱酸化性雰囲気で行い、その後水素を含
む非酸化性雰囲気中で焼鈍することで、耐パウダリング性を向上できることが開示されて
いる。
【０００８】
　しかし、特許文献１、２に記載の方法では、めっき付着量が50ｇ/m2以上の厚目付の場
合、合金化が遅延する問題、耐パウダリング性が劣化する問題が発生する。
【特許文献１】特許第2587724号公報
【特許文献２】特開平11-50223号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明は、めっき付着量が50g/m2以上の厚目付であっても合金化処理の際に合金化遅延
を防止し、耐パウダリング性に優れた合金化溶融亜鉛めっき鋼板を高い生産性を有して製
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造する方法を提供することを課題とする。
【００１０】
　また本発明は、鋼中にSi、Mn、P、Al等の鋼高強度化元素が添加され高強度合金化溶融
亜鉛めっき鋼板においても合金化処理の際に合金化遅延を防止し、耐パウダリング性に優
れた合金化溶融亜鉛めっき鋼板を高い生産性を有して製造する方法を提供することを課題
とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明者らは、前記課題を解決すべく鋭意検討した。その結果、焼鈍前に、（イ）HCl
、H2SO4、HNO3及びH2O2の中から選ばれる２種以上の水溶液、又は、（ロ）HCl、H2SO4、H
NO3及びH2O2の中から選ばれる１種以上と、タンニン酸、アジピン酸、フマル酸、フタル
酸、安息香酸、CH3COOHの中から選ばれるカルボキシル基（-COOH）をもつ化合物、アルカ
リ金属の硝酸塩、アルカリ土類金属の硝酸塩及びH2Sの中から選ばれる１種以上の水溶液
を鋼板に接触させ、しかる後に、焼鈍した後、溶融亜鉛めっきし、その後合金化処理を行
うと、合金化処理の際の合金化遅延を防止でき、合金化溶融亜鉛めっき鋼板の耐パウダリ
ング性の劣化を防止できることを見出した。
【００１２】
　本発明は、この知見に更に検討を加えることでなされたものである。上記課題を解決す
る本発明の手段は次の通りである。
【００１３】
　（１）鋼板を、（ロ）下記第I分類の中から選ばれる化合物の１種以上と下記第II分類
の中から選ばれる化合物の１種以上を、各々の化合物を濃度0.10質量％以上で含有する溶
液に、２秒以上接触させる接触工程を行い、その後、焼鈍した後、溶融亜鉛めっきし、そ
の後合金化処理することを特徴とする合金化溶融亜鉛めっき鋼板の製造方法。
第I分類：HCl、H2SO4、HNO3、H2O2
第II分類：アジピン酸、安息香酸、アルカリ金属の硝酸塩
　（２）溶融亜鉛めっき時のめっき付着量を片面当たり50g/m2以上とすることを特徴とす
る（１）の合金化溶融亜鉛めっき鋼板の製造方法。
【００１４】
　（３）　（１）又は（２）の合金化溶融亜鉛めっき鋼板の製造方法において、接触工程
を行った後焼鈍する前に、下記Xの中から選ばれる１種以上の元素を含有する化合物の１
種以上を、下記式（１）を満足するように鋼板表面に付着させることを特徴とする合金化
溶融亜鉛めっき鋼板の製造方法。
X：S、Cl、Na、K、Ni、C、N、B、Se、Br
〔X〕≧（1/600）×〔M〕　…（１）
ただし、
〔X〕：Xの元素の片面あたり合計付着量(mg/m2)
〔M〕：片面あたりめっき付着量(g/m2)
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、良好な耐パウダリング性を有する50g/m2以上の厚目付の合金化溶融亜
鉛めっき鋼板を、高い生産性で製造することができるようになる。また、本発明によれば
、鋼中にSi、Mn、P、Al等の鋼高強度化元素が添加され高強度合金化溶融亜鉛めっき鋼板
であっても、合金化処理の際に合金化遅延を防止し、耐パウダリング性に優れた合金化溶
融亜鉛めっき鋼板を高い生産性で製造することができるようになる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１６】
　以下、本発明について具体的に説明する。
【００１７】
　本発明では、鋼板を、（ロ）下記第I分類の中から選ばれる化合物の１種以上と下記第I
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I分類の中から選ばれる化合物の１種以上を、各々の化合物を濃度0.10質量％以上で含有
する溶液に、２秒以上接触させる接触工程を行い、その後、焼鈍した後、溶融亜鉛めっき
し、その後合金化処理する。
第I分類：HCl、H2SO4、HNO3、H2O2
第II分類：アジピン酸、安息香酸、アルカリ金属の硝酸塩
　鋼板を、（イ）第I分類の中から選ばれる化合物の２種以上を含有する溶液、又は、（
ロ）第I分類の中から選ばれる化合物の１種以上と第II分類の中から選ばれる化合物の１
種以上を含有する溶液に2秒以上接触させることにより、その詳細な理由は解明されてい
ないが、鋼板表面に微小な凹凸が形成される。この微小な凹凸が形成される効果により、
溶融めっき時に鋼板と溶融亜鉛との接触面積が増大し、めっき浴中におけるFeとZnの初期
合金化が促進され、合金化処理を行うと合金化反応を促進させることができる。背景技術
で説明したように、従来技術では、めっき付着量が50g/m2以上の厚めっきになると合金化
反応の遅延が顕著になり、高い生産性と良好な耐パウダリング性を両立できなかった。本
発明によれば、合金化処理で合金化反応が促進されるため、めっき付着量が50g/m2以上の
厚めっきであっても過剰に高温で合金化処理する必要がなくなるので、耐パウダリング性
が劣化することがない。また生産性を損なうことがないので、高い生産性と良好な耐パウ
ダリング性を両立できる。合金化遅延に伴う外観ムラの発生を防止する効果もある。
【００１８】
　ただし、前記（イ）及び前記（ロ）において、各化合物の濃度が0.10質量％未満の場合
、上記効果が発現しないので、化合物の濃度は、各々が0.10質量％以上であることが必要
である。また、化合物の合計濃度が30質量％を超えると合、本発明の効果が飽和して経済
的に不利になる。よって、化合物の合計濃度は30質量％以下が望ましい。
【００１９】
　また、接触時間が2秒未満の場合、上記効果が発現しない。また、50秒を超える場合、
本発明の効果が飽和して経済的に不利になる。よって、接触時間は2秒以上50秒以下が望
ましい。接触方法は限定されない。例えば、溶液中へ浸漬する方法、溶液をスプレー等で
塗布した後絞りロールを通過させる方法、ロールコーター等で塗布する方法等を採用でき
る。
【００２０】
　また、接触工程の処理温度（溶液温度）は特に規定するものではないが、概ね5℃～90
℃程度が望ましい。これは、5℃未満及び90℃を超える場合、温度の管理が困難であり、
経済的に不利になるためである。
【００２１】
　また、本発明においては、還元処理後の鋼板表面を活性化させてFeとZnの反応性を促進
させるため、前記接触工程後、焼鈍前に、鋼板表面に下記Xの中から選ばれる元素の少な
くとも１種以上を含有する化合物の１種以上を下記式（１）を満足するように付着させる
処理を行うことが好ましい。
X：S、Cl、Na、K、Ni、C、N、B、Se、Br
〔X〕≧（1/600）×〔M〕　…（１）
ここで、
〔X〕：Xの元素の片面あたり合計付着（mg/m2）
〔M〕：片面あたりめっき付着量（g/m2）
　鋼板表面に前記Xの中の１種以上の元素を含む化合物の１種以上を付着させることで鋼
板表面が活性化され、溶融亜鉛めっきの際にめっき浴との濡れ性が良好になり、めっき浴
中におけるFe-Al金属間化合物の生成が促進され、溶融めっき後の合金化時において、Γ
相が過剰に生成することなく合金化反応が促進される。またFeとZnの合金化反応を促進す
るため、FeとZnの合金化速度の遅い、めっき付着量が50ｇ/m2以上の厚目付であっても合
金化反応を促進させることが可能となる。合金化処理は過剰に高温にして行わずともよい
ので、耐パウダリング性が劣化することがない。また生産性を損なうことがないので、高
い生産性と良好な耐パウダリング性を両立できる。合金化遅延に伴う外観ムラの発生を防



(5) JP 5194702 B2 2013.5.8

10

20

30

40

50

止する効果もある。
【００２２】
　鋼板表面にこれら元素を付着させることで鋼板表面が活性化させる理由は明らかでない
が、例えばNOF（無酸化炉）やDFF（直火炉）型焼鈍炉での酸化では鋼板の表面状態を変化
させることで表面の酸化が促進され、次工程の還元焼鈍時に鋼板表面に生成する反応性に
富む還元鉄の量が増加するためと考えられる。また、RTF（ラジアントチューブ炉）型の
焼鈍炉では、焼鈍時に鋼中の易酸化元素や不可避的不純物の鋼板表面への濃化を抑制する
効果があるためと考えられる。そのため、めっきの母材鋼板が、鋼の高強度化のために、
鋼中に、Si、Mn、P、Alの１種以上を添加した冷延鋼板であっても、前記作用効果が発現
される。
【００２３】
　ここで、Xの元素を含む化合物としては、例えば以下の化合物を使用できる。
（１）水酸化ナトリウム(NaOH)、硫酸ナトリウム(Na2SO4)、硫化ナトリウム(Na2S)、チオ
硫酸ナトリウム(Na2S2O3)、塩化ナトリウム(NaCl)、炭酸ナトリウム(Na2CO3)、クエン酸
ナトリウム(Na3C6H5O7)、シアン酸ナトリウム(NaCNO)、酢酸ナトリウム(CH3COONa)、リン
酸水素ナトリウム(Na2HPO4)、リン酸ナトリウム(Na3PO4)、フッ化ナトリウム(NaF)、炭酸
水素ナトリウム(NaHCO3)、硝酸ナトリウム(NaNO3)、シュウ酸ナトリウム((COONa)2)、四
ほう酸ナトリウム(Na2B4O7)、酸化ナトリウム(Na2O)等のNa含有化合物
（２）水酸化カリウム(KOH)、酢酸カリウム(CH3COOK)、ほう酸カリウム(K2B4O7)、炭酸カ
リウム(K2CO3)、塩化カリウム(KCl)、シアン酸カリウム(KCNO)、クエン酸水素カリウム(K
H2C6H5O7)、フッ化カリウム(KF)、モリブデン酸カリウム(K2MoO4)、硝酸カリウム(KNO3)
、過マンガン酸カリウム(KMnO4)、リン酸カリウム(K3PO4)、硫酸カリウム(K2SO4)、チオ
シアン酸カリウム(KSCN)、シュウ酸カリウム((COOK)2)等のK含有化合物
（３）塩酸(HCl)、塩化ナトリウム(NaCl)、塩化アンモニウム(NH4Cl)、塩化アンチモン(S
bCl3)、塩化カリウム(KCl)、塩化鉄(FeCl2、FeCl3)、塩化チタン(TiCl4)、塩化銅(CuCl)
、塩化バリウム(BaCl2)、塩化モリブデン(MoCl5)、塩素酸ナトリウム(NaClO3)等のCl含有
化合物
（４）臭化鉄等のBr含有化合物
（５）硫酸(H2SO4)、硫酸ナトリウム(Na2SO4)、亜硫酸ナトリウム(Na2SO3)、硫化ナトリ
ウム(Na2S)、硫酸アンモニウム((NH4)2SO4)、硫化アンモニウム((NH4)2S)、チオ硫酸ナト
リウム(Na2S2O3)、硫酸水素ナトリウム(NaHSO4)、硫酸水素アンモニウム(NH4HSO4)、硫酸
カリウム(K2SO4)、硫酸鉄(FeSO4、Fe2(SO4)3)、硫酸アンモニウム鉄（Fe(NH4)2(SO4)2、F
eNH4(SO4)2）、硫酸バリウム(BaSO4)、硫化アンチモン(Sb2S3)、硫化鉄(FeS)、チオ尿素(
H2NCSNH2)、二酸化チオ尿素((NH2)2CSO2)、SCH基のチオフェン酸塩類、SCN基を有するチ
オシアン酸塩類等のS含有化合物
（６）セレン酸カリウムなどのSe含有化合物
（７）タンニン酸、アジピン酸等のカルボン酸含有化合物、糖類、フマル酸、フタル酸、
フェノール、アニリン、安息香酸等の芳香族環含有化合物、グリシン、アラニンなどのア
ミノ酸、エチレングリコール、アセチレングリコール等の多価アルコール類、アクリル酸
、ポリエステル、エポキシ、それらの変性化合物等の樹脂類等のC含有化合物
（８）Ni3O4、NiOOH（オキシ水酸化ニッケル）、NiCl2、LiNiO2、Ni(OH)2、Ni(OH)3等のN
i含有化合物
（９）NH3、HNO3、HNO2、ピクリン酸、NCl3、BN、ALN、I3N等のN含有化合物
（１０）BN、ホウ酸、ホウ砂、ジボラン等のB含有化合物
　なお、上記は代表的な化合物を示したのであって、上記以外のS、Cl、Na、K、Ni、C、N
、B、Se、Brを含有する化合物を使用しても本発明の効果を好適に得られることは言うま
でもない。
【００２４】
　前記元素を含む化合物を鋼板に付着させる方法は特に限定するものではなく、例えば物
理的に付着させればよいので、前記化合物を水または有機溶剤等に溶解し、またはこれら
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と混合したものを用い、この溶解液又は混合液中に鋼板を浸漬させる方法、スプレー等で
噴霧する方法、ロールコーター等で塗布する方法を用いることができる。また、その後に
乾燥させても本発明の効果は変わらない。また、化合物を直接塗布しても同様に本発明の
効果を得ることができる。前記化合物を付着させる前に必要に応じて電解脱脂や酸洗等の
従来から用いられている前処理を施しても本発明の効果を得ることができる。また、前記
化合物を付着させた後に必要に応じて電解脱脂や酸洗等の従来から用いられている前処理
を施したとしても、前記化合物が鋼板上に付着していれば本発明の効果を得ることができ
る。さらに、前記化合物を含む圧延油を用いて圧延時に付着させる方法を用いてもよい。
【００２５】
　また、処理温度は特に規定するものではないが、概ね5℃～90℃程度が望ましい。これ
は、5℃未満及び90℃を超える場合、温度の管理が困難であり、経済的に不利になるため
である。いずれにしても、鋼板を酸化させる際に前記元素を含む化合物が鋼板表面に付着
していれば良い。
【００２６】
　前記Xの元素を含む化合物の付着量は、Xの元素の合計付着量が下記式（１）を満たすよ
うに付着させることが望ましい。
〔X〕≧（1/600）×〔M〕　…（１）
ただし、〔X〕：Xの元素の片面あたり合計付着量（mg/m2）、〔M〕：片面あたりめっき付
着量（g/m2）である。
【００２７】
　めっき付着量の増加に伴い、合金化処理の合金化反応は遅延する。Xの元素の付着量を
増加させると、めっき浴中でのFe-Al金属間化合物の生成を促進し、Γ相の過剰生成を防
ぎつつ、合金化処理の合金化反応を促進させることができる。Xの元素の合計付着量〔X〕
の下限を式（１）のように規定したのは、Xの元素の合計付着量〔X〕が式（１）を満足し
ないと、本発明で意図するXの元素を含む化合物を鋼板表面に付着させることによる合金
化処理における合金化反応促進効果が発現されないためである。Xの元素の合計付着量〔X
〕の上限は特に規定しないが、Xの元素の合計付着量が1000mg/m2を超えると本発明の効果
が飽和して経済的に不利になる。よって、Xの元素の合計付着量〔X〕の上限は1000mg/m2

以下が望ましい。
【００２８】
　鋼板表面に付着させたXの元素の付着量の定量方法としては湿式分析法により測定する
ことができる。すなわち、Xの元素を含む化合物を付着させた鋼板（母材鋼板を含む）のX
の元素の合計量から母材鋼板中のXの元素の合計量を差し引くことで容易に定量すること
ができる。
【００２９】
　本発明では、（あ）前記第I分類の中から選ばれる１種以上の化合物と前記第II分類の
中から選ばれる１種以上の化合物を含有する溶液に、２秒以上接触させる処理を行った後
、若しくは、（い）前記（あ）の処理の後、前記Xの中から選ばれる元素の１種以上含有
する化合物を鋼板表面に付着させる処理を行った後、鋼板を焼鈍する。
【００３０】
　焼鈍は通常、還元雰囲気下で鋼板を再結晶温度以上の温度に加熱して行うので、同時に
還元処理される。NOF型CGLやDFF型CGLのように、加熱帯において酸化させた後、還元処理
してもよい。還元方法は従来から使用されている方法に準じて行えばよく、特に限定する
ものではない。例えば放射加熱方式の焼鈍炉で水素を含む還元性雰囲気中で鋼板を600～9
00℃程度の温度に加熱し還元処理するのが一般的ではあるが、特に限定するものではない
。加熱帯で酸化した場合には、鋼板表面の酸化皮膜を還元することができる方法であれば
本発明の効果を妨げるものではない。また雰囲気は水素-窒素系が好ましく、水素は1～90
vol％が好ましい。1vol％未満の場合還元が不十分であり、90vol％以上は経済的に不利で
ある。
【００３１】
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　前記還元処理後に、非酸化性あるいは還元性雰囲気中で500～600℃まで冷却され、めっ
き浴中に浸漬してめっきする。溶融亜鉛めっき処理は従来から行われている方法に従えば
よい。例えば、めっき浴温は440～520℃程度、鋼板のめっき浴浸漬温度はほぼめっき浴温
に等しくし、亜鉛めっき浴中のAl濃度は0.1～0.2質量％とするのが一般的ではあるが、特
に限定するものではない。また、めっき鋼板の用途によってはめっき浴組成を変更する場
合があるが、めっき浴組成の違いは本発明の効果に何ら寄与するものではなく、特に限定
するものではない。例えば、めっき浴中にAl以外にPb、Sb、Fe、Mg、Mn、Ni、Ca、Ti、V
、Cr、Co、Sn等の元素が混入していても本発明の効果は何ら変わらない。
【００３２】
　めっき後のめっき付着量を調整する方法は特に限定するものではないが、一般的にガス
ワイピングが使用され、ガスワイピングのガス圧、ワイピングノズル／鋼板間距離等によ
り調整される。このとき、めっき付着量は30～150g/m2が好ましいが、耐食性の観点から5
0～150g/m2が理想的である。30g/m2未満では防錆性が不良となる。50g/m2未満では十分な
防錆性が得られない。150g/m2を超える付着量では防錆性が飽和して、一方で加工性、経
済性を損なうため、150g/m2以下が好ましい。
【００３３】
　溶融亜鉛めっき後に合金化処理を施す。前述のように本発明によれば、めっき付着量が
50g/m2以上の厚目付であっても、合金化遅延を防止することができる。その結果、50g/m2

以上の厚目付で耐パウダリング性に優れた合金化溶融亜鉛めっき鋼板を、生産性を阻害す
ることなく製造することができる。合金化処理方法はガス加熱、インダクション加熱や通
電加熱等の従来から行われているどのような加熱方法を用いてもよく、特に限定するもの
ではない。
【００３４】
　また、合金化処理条件は特に限定するものではなく、例えば合金化処理板温は460～600
℃程度、合金化保持時間は5～60秒程度とするのが一般的ではあるが、合金化処理条件の
違いが本発明の効果を妨げるものではない。
【００３５】
　本発明に使用する鋼板の成分組成について説明する。
【００３６】
　近年、自動車用鋼板では、車体の軽量化等のために、高強度合金化溶融亜鉛めっき鋼板
が使用されるようになってきた。この高強度合金化溶融亜鉛めっき鋼板では、鋼板に必要
とされる特性、品質等に応じて、鋼成分として、C：0.0001～0.5質量％を含有する。また
高強度合金化溶融亜鉛めっき鋼板に必要とされる特性、品質等に応じて、鋼成分として、
C：0.01～0.5質量％に限定し、および／または、Si：0.01～3.0質量％、Mn：0.01～5質量
％、P：0.005～0.2質量％、Al：0.01～5質量％の元素の１種または２種以上を含有又は添
加する。前記組成範囲のSi、Mn、P、Alの１種又は２種以上を添加した高強度合金化溶融
亜鉛めっき鋼板では、合金化遅延の問題や耐パウダリング性劣化の問題がより顕在化して
いる。
【００３７】
　前記成分組成を有する高強度合金化溶融亜鉛めっき鋼板を本発明法によって製造すると
、合金化遅延の問題を解消し、耐パウダリング性劣化の問題を防止できる。
【００３８】
　本発明は、対象とする鋼板の鋼種を特に限定するものではないが、以上の理由から、高
強度合金化溶融亜鉛めっき鋼板を製造する場合は、以下に記載する成分組成が好ましい。
【００３９】
　C：0.01～0.5質量％
　Cは、鋼板の高強度化に有効な元素であり、さらに残留オーステナイトや低温変態相の
生成に効果があり、強度延性バランスの向上（TS×El値の向上）に有効な元素である。し
かし、C含有量が0.01質量％未満では所望の機械特性(TS×El値)を得難い。一方、C含有量
が0.5質量％を超えると、溶接性の劣化を招く。以上より、C含有量は0.01質量％以上0.5
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質量％以下の範囲が好ましい。
【００４０】
　さらに、本発明では、強度延性バランスの向上を有効に発現させるために、Mn、Siおよ
びAlのうちから選ばれる１種または２種以上を以下のように含有させることが好ましい。
【００４１】
　Mn：0.01～5.0質量％
　Mnは、固溶強化により鋼を強化するとともに、鋼の焼入性を向上し、さらに残留オース
テナイトや低温変態相の生成を促進する作用を有し、良好な材質を得るために有効な元素
である。このような作用は、Mn含有量が0.01質量％以上で認められる。一方、5.0質量％
を超えて含有しても効果が飽和し、含有量に見合う効果が期待できなくなりコストの上昇
を招く。以上より、Mn含有量は、0.01質量％以上5.0質量％以下の範囲が好ましい。
【００４２】
　Si：0.01～3.0質量％
　Siは、固溶強化により鋼を強化するとともに、炭化物の生成を抑制し、オーステナイト
を安定化し、残留オーステナイト相の生成を促進する作用を有し、良好な材質を得るため
に有効な元素である。このような作用は、Si含有量が0.01質量％以上で認められる。一方
、3.0質量％以上を超えて含有すると、めっき性が顕著に劣化する弊害が生じる。以上よ
り、Si含有量は0.01質量％以上3.0質量％以下が好ましい。
【００４３】
　P：0.005～0.2質量％
　Pは不可避的に含有されるものであり、セメンタイトの析出を遅延させ変態の進行を遅
らせるため、0.005%以上が好ましい。一方、0.2％を超えると溶接性が劣化するだけでな
く、表面品質が劣化するため、非合金化時にはめっき密着性が劣化し、合金化処理時には
合金化温度が上昇し、延性が劣化すると同時に合金化めっき皮膜の密着性が劣化する場合
がある。よって、含有する場合、P量は0.005%以上0.2％以下とする。
【００４４】
　Al：0.01～5.0質量％
　Alは、Siと同様に炭化物の生成を抑制し、残留オーステナイト相の生成を促進する作用
を有し、良好な材質を得るために有効な元素である。このような作用は、Al含有量が0.01
質量％以上で認められる。一方、5.0質量％以上を超える含有は、鋼中の介在物量を増加
させ、延性を低下させる。以上より、Al含有量は0.01質量％以上5.0質量％以下が好まし
い。
【００４５】
　以上の添加元素により、本発明の合金化溶融亜鉛めっき鋼板は目的とする特性が得られ
るが、上記の添加元素に加えて、所望の特性に応じて以下の元素を含有することができる
。
【００４６】
　Cr：0.01～2.0質量％、Mo：0.01～1.0質量％、B：0.001～0.01質量％の１種または２種
以上
　鋼の焼入性を向上し、低温変態相の生成を促進する作用を有する元素である。このよう
な作用は、Cr：0.01質量％以上、Mo：0.01質量％以上、B：0.001質量％以上含有して認め
られる。一方、Cr：2.0質量％、Mo：1.0質量％、B：0.01質量％を超えて含有しても効果
が飽和し、含有量に見合う効果を期待できず、経済的に不利となる。以上より、含有する
場合、Crは0.01質量％以上2.0質量％以下、Moは0.01質量％以上1.0質量％以下、Bは0.001
質量％以上0.01質量％以下が好ましい。
【００４７】
　V：0.001～0.1質量％、Nb：0.001～0.1質量％、Ti：0.001～0.1質量％の１種または２
種以上
　炭窒化物を形成し、析出硬化により鋼を高強度化する作用を有する元素であり、必要に
応じて添加できる。このような作用は、V：0.001質量％以上、Nb：0.001質量％以上、Ti



(9) JP 5194702 B2 2013.5.8

10

20

：0.001質量％以上含有して認められる。一方、V：0.1質量％、Nb：0.1質量％、Ti：0.1
質量％を超えて含有する場合、過度に高強度化し、延性が劣化してしまう。以上より、含
有する場合、Vは0.001質量％以上0.1質量％以下、Nbは0.001質量％以上0.1質量％以下、T
iは0.001質量％以上0.1質量％以下が好ましい。
【００４８】
　Cu：0.01～2.0質量％、Ni：0.01～2.0質量％、W：0.001～0.1質量％の１種または２種
以上
　Si、Mnと複合添加することにより、Γ相の生成を抑制し、めっき密着性を向上させる効
果がある。このような作用はCu：0.01質量％以上、Ni：0.01質量％以上、W：0.001質量％
以上含有して認められる。一方、Cu：2.0質量％、Ni：2.0質量％、W：0.1質量％を超えて
含有しても効果が飽和し、含有量に見合う効果を期待できず、経済的に不利となる。以上
より、含有する場合、Cuは0.01質量％以上2.0質量％以下、Niは0.01質量％以上2.0質量％
以下、Wは0.001質量％以上0.1質量％以下が好ましい。
【００４９】
　なお、本発明に用いる鋼板は、上記した化学成分以外は、残部Feおよび不可避的不純物
からなる。不可避的不純物としては、S：0.02質量％以下が許容できる。
【００５０】
　なお、本発明において、めっきの素材鋼板は特に限定されない。熱間圧延後酸洗工程で
脱スケール処理された熱延鋼板、冷延圧延された冷延鋼板のいずれでもよい。前記鋼板の
製造方法も限定されず、常法によって製造されたものでもよい。
【実施例】
【００５１】
　以下、本発明を、実施例に基づいて具体的に説明する。
【００５２】
　表１に示した鋼組成を有し、残部Fe及び不可避的不純物からなる鋼スラブを加熱炉で12
60℃、60分加熱し、引き続き2.8mmまで熱間圧延をして540℃で巻き取った。その後酸洗で
黒皮スケールを除去して、1.6mmまで冷間圧延した。
【００５３】
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【表１】

【００５４】
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　前記で作製した冷延鋼板を脱脂処理した後、本発明の第I分類の化合物の水溶液（液温
は常温）中に又は第I分類の化合物と第II分類の元素を含有する化合物の水溶液（液温は
常温）中に浸漬接触する処理（以下、接触処理と記載する。）を行った後、または前記処
理を行った後鋼板表面にロールコーター法で本発明のXの元素を含有する化合物の水溶液
を塗布し、オーブンで乾燥した（以下、塗布処理と記載する。）後、ラジアントチューブ
型（RTF）CGLまたは直火型（DFF）CGLで、850℃で焼鈍した後、引き続き溶融亜鉛めっき
、合金化処理した。
【００５５】
　Xの元素の付着量の制御は、Xの元素を含有する化合物の濃度を変化させることで実施し
た。
【００５６】
　溶融亜鉛めっきは、浸入板温500～600℃、浴温460℃の0.15～1質量％Al含有Zn浴にて行
い、めっき付着量はガスワイピングにより調節した。合金化処理は540℃で行い、処理時
間を調整してFe濃度が10質量％になるようにした。
【００５７】
　接触処理条件、塗布処理条件、CGL焼鈍炉タイプ、亜鉛めっき量を表２～表９に記載す
る。
【００５８】
　Xの元素の塗布量は、20質量％NaOH-10質量％トリエタノールアミン水溶液195ccと35質
量％過酸化水素溶液7ccの混合溶液に塗布処理後の鋼板を浸漬して塗付層を溶解し、溶解
液中の元素XをICP法で定量し、片面単位面積当たりの付着量として求めた。
【００５９】
　前記で作製した合金化溶融亜鉛めっき鋼板のめっき外観、耐パウダリング性、耐食性、
機械特性について評価した。評価方法を以下に記載する。また評価結果を表２～表１０に
記載する。
【００６０】
　＜めっき外観＞
　合金化処理後のめっき外観を目視観察し、不めっき有無および合金化遅延による外観ム
ラの有無を評価した。合金化遅延による外観ムラについては、ムラがないものは良好、ム
ラがあるものは不良とした。さらに、両方の評価がいずれも良好なものは、○：外観良好
と判定し、少なくともいずれか一方が不良のものは、×：外観不良と判定した。
【００６１】
　＜耐パウダリング性＞
　耐パウダリング性は、寸法70mm×150mmのめっき鋼板に粘着テープを貼り、テープ貼り
付け面を内側にして曲げ半径1.6mmで90°曲げ戻しを行った場合の単位長さ当たりの剥離
量を蛍光X線によりZnカウント数を測定し、下記の基準に照らしてランク１、２、３のも
のを良好（◎）、４のものを概ね良好（○）、５のものを不良（×）として評価した。○
、◎が合格である。
蛍光X線カウント数：ランク
０－５００未満　　　　：１（良）
５００－１０００未満　：２
１０００－３０００未満：３
３０００－５０００未満：４
５０００以上　　　　　：５（劣）
【００６２】
　＜耐食性＞
　寸法70mm×150mmの合金化溶融亜鉛めっき鋼板について、JIS　Z　2371(2000)に基づく
塩水噴霧試験を3日間行い、腐食生成物をクロム酸（濃度200g/L、80℃）を用いて１分間
洗浄除去し、試験前後のめっき腐食減量（片面あたり；g/m2・日）を重量法にて測定し、
下記基準で評価した。○、◎が合格である。
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◎（良好）：15g/m2・日未満
○（概ね良好）：15g/m2・日～20 g/m2・日未満
×（不良）：20g/m2・日以上
【００６３】
　＜機械的特性＞
　機械的特性の評価は、合金化処理溶融亜鉛めっき鋼板からJIS5号引張試験片を採取し、
引張試験を行って測定した引張強さTS（MPa）及び伸びEl（％）より、TS×Elの値が20000
MPa・％以上である場合を良好な強度延性バランスを示すとして、機械的特性は良好（○
）とし、TS×Elの値が20000MPa・％未満である場合を機械的特性は不良（×）とした。こ
れはTS×Elの値が20000MPa・％以上であれば、自動車用用途として十分な強度・伸びバラ
ンスを有すると考えられるためである。
【００６４】
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【００６５】
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【００６６】
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【表４】

【００６７】
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【表５】

【００６８】
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【表６】

【００６９】
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【表７】

【００７０】
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【表８】

【００７１】
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【表９】

【００７２】
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【００７３】
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　表２～表１０から明らかなように、本発明法範囲を満足する方法で製造された実施例の
合金化溶融亜鉛めっき鋼板は、めっき付着量が50ｇ/m2以上の厚目付であっても、またさ
らに、該合金化溶融亜鉛めっき鋼板の母材鋼板がSiを0.25～1.5％含有する鋼（鋼Ｂ～Ｚ
、Ｚ１～Ｚ３）であっても、耐パウダリング性が良好であり、また良好なめっき外観が得
られている。また、合金化温度を高温にせずに合金化処理できることで、強度伸びバラン
スの優れた高強度鋼板が得られている。
【００７４】
　本発明法で製造された実施例のめっき鋼板のうちでは、請求項３に係る発明範囲を満足
するものは、耐パウダリング性がより良好である。
【００７５】
　一方、本発明法範囲を満足しない比較例の合金化溶融亜鉛めっき鋼板は、耐パウダリン
グ性が劣る。
【産業上の利用可能性】
【００７６】
　本発明は、めっき付着量が50ｇ/m2以上の厚目付で、耐パウダリング性に優れた合金化
溶融亜鉛めっき鋼板の製造方法として利用することができる。
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